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電力供給を支える現場力③  

－東北電力 原町火力発電所復旧の奇跡－ 
2013/04/10 コラム エネルギー 

竹内 純子 人吾 

国際環境経済研究所理事・主席研究員  

 

＜震災後 2年の原町火力発電所を訪れる＞ 

 

 東北電力株式会社原町火力発電所を訪れたのは、奇しくも東日本大震災からちょうど 2 年経った 3 月 12 日で

あった。前泊した仙台市から車で約 2 時間。車窓から見て取れるのはわずかではあるが、津波の爪痕が残る家屋

や稲作を始められない田んぼなど、震災からの復興がまだ道半ばであることが感じられ、申し訳なさとやるせな

さに襲われる。 

 東日本大震災により、東北電力株式会社は発電設備の容量にして約半分が被災したが、その中でも最も甚大な

被害を受けたのが原町火力発電所であったという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 震災から半年後の 2011 年 9 月、仙台に住む友人を見舞った折に仙台火力発電所周辺を訪れたことがあり、津

波の爪痕の深さに言葉を失った。今回、それ以上の被害を受けた場所と聞くと足を踏み入れるのが恐ろしくなっ

たが、到着した原町火力発電所は既に何事もなかったかのように整然としたたたずまいで、既に安定的な試験運

転の最中であった。しかし当時の状況は、津波で浸水したという表現に留まる被害ではなく、「波にぶち抜かれた

幽霊屋敷」、「特撮の映画を見ているとしか思えなかった」そうだ。 
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被災直後のタービン本館１階 

 

＜原町火力の 2011年 3月 11日＞ 

 

 津波は少なくとも第一波から第三波まで発電所を囲むように襲い、中でも第二波が想定津波高 18m という想像

を絶する大きさだったと考えられている。東北電力は 1960 年チリ沖地震による津波（3m）の経験から、原町火

力発電所の地盤高を 5m とし、かつ、非常用ガスタービン発電機などの施設をタービン本館の 3 階に設置するな

どの対策をとっていたが、18m の津波の前にはいかんともしがたい状況だっただろう。以下、時系列で原町火力

発電所の 2011.3.11 を追ってみる。 

 

14：46 原町火力発電所の立地する福島県南相馬市を、東北地方太平洋沖を震源とする M9.0、最大震度 7（南

相馬市で震度 6 弱）の地震が襲う。１号機（1000MW）は稼働中、２号機（1000MW) はボイラー点

検のために停止していたという。１号機では、多数の警報は発せられたが軸振動値などがいずれも自動

停止値未満のため停止には至らず、運転継続。 

14：49 大津波警報発令。 

14：52 引潮により潮位低下が確認されたことから運転出力を 1000MW から 800MW に降下開始。さらに

600MW まで降下。 

15：17 中央制御室真下の事務本館 4 階電源室より出火を確認。消防に通報した後、初期消火活動開始。 

15：41 発電所敷地（5ｍ盤）浸水。運転継続不可能と判断し、１号機手動停止。 

15：43 第二波と考えられている大津波の到達。 

 

 実に地震発生後 55 分間も、１号機は発電を継続したのだ。この地震では他の発電所も甚大な被害を受けてい

るだろうから、できるところまで電力供給確保のため運転を続けようという判断だったそうだ。中央制御室天井

のルーバーが落下し、下記のように階下の部屋が出火する中、ヘルメットをかぶって運転を継続した社員の方達

の「発電魂」には脱帽するとともに、震度６弱でも自動停止基準値未満であったというこの発電所の耐震強度に

も驚嘆せざるを得ない。 

 手動停止前の 15:17 には、中央制御室下の電源室から出火があった。社員 155 名が「海水だけは豊富にある」

と、手近にあったゴミ箱など水を汲める形状のものを総動員して、バケツリレーをし、消火にあたったという。

度重なる余震、そして津波警報を知らせるサイレンが鳴り響き、その度に一旦退去しながら消火にあたるなか、
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バケツリレーの先頭を務めたのが、当時の所長だったそうだ。一番危険な場所を譲らず水を汲み続ける所長と、

それに続く社員の列。その後復旧工事を通じて常に「チーム原町」と呼ばれることになる団結力を既にここに見

ることができる。社員達の消火活動が中央制御室等への延焼を防ぐカギとなった。もし中央制御室に火の手が及

んでいたら、これだけ早い復旧は不可能だっただろう。 

 延焼は食い止めたものの、甚大な被害を受けた職場を離れることができず、当日案内してくださった工藤運営

企画課長も「震災後初めて家に帰ったのは 3 日後の夜だった」という。言うまでもなく、彼自身も被災者である。 

 

＜立ち上がり、前に進む＞ 

 

 冒頭「幽霊屋敷」と表現した通り、あまりの被害状況に、地元の方達からも「もう原町火力は復旧しないので

はないか」との声が多く聞かれたという。原町火力発電所本体のみならず、送電線（原町火力線）も鉄塔 12 基

の建て替えが必要になるなど、地元の方々の目にもその復旧が困難を極めることは明らかだっただろう。 

 しかし、震災から 2 ヶ月後の 5 月 11 日には被災設備の撤去工事に着手、5 ヶ月後の 8 月 22 日には今後の復

旧計画を策定している。当時は平成 25 年夏前の稼働を目指す計画だったという。復旧工事の基本方針は 

 

①無事故・無災害・無事件 

②一日も早く 

③放射線管理の徹底 

④復旧工事費の抑制 

⑤被災の教訓を生かした対策の検討・実施 

 

であったという。 

 無事故・無災害は当然、震災で不安な心理状態になっている地域の方々にストレスを与えるようなことになっ

てはいけないと、トラブルにつながるような事態・事件を徹底的に防ぐよう心がけたという。 

 そして、合言葉は「一日も早く」。この目標達成のため、本店大でも「原町復旧連絡会」が組織されたそうだ。

メンバーは、火力だけでなく、土木、建築、情報通信、環境、電力システム（送電）、送変電建設センター、用地

など様々な部門から集められ、ほぼ毎月開催されたという。この連絡会において、それぞれの部門が緊密な連携

を取り、切磋琢磨した。送電線復旧に携わるチームが工程を前倒しすれば、それにあわせて関連業務もなんとか

工期短縮を図れないか、資材調達が前倒しされればそれにあわせて工期を早めよう、などと常に見直しが行われ

続けたという。その結果、当初目標よりも１号機は約 5 ヶ月、２号機は 8 ヶ月近く早く試運転による発電を再開

している。自由化議論の中で、発送電分離の方向が固まりつつあるが、各部門が別会社になることにでもなれば、

こうした部門間連携が迅速かつ密接になされることは期待できなくなるだろう。 

 

 原町火力発電所の復旧の難しさは、その被害の甚大さだけではなく、福島第一原子力発電所から約 26km の地

点にあり、平成 23 年 4 月 22 日から同 9 月 30 日までの間、緊急時避難準備区域に指定されていたことがある。

屋外で多様な復旧作業をするにあたり、作業員の線量管理も求められたのだ。徹底した放射線教育を実施すると

ともに、作業責任者が持つ線量計の 1 日の指示値が 0.1mSv となった時点で作業を中止するか、別の作業員と交

代し、作業にあたる方達の安全管理を徹底したそうだ。 
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 こうした復旧工事を、いかにコスト抑制を図りながら行うかも欠くべからざる要素だ。多くの設備が被災し、

莫大な復旧費用が必要となることは明らかで、コスト削減の意識は自然と社員の中に強く意識されていたと言う。

既存施設の使える部分は極力活用したため、プラントの配管一つを見ても、新しい設備と古い設備がつなぎあわ

され色あいが異なるところがそこここに見受けられる。こうした丁寧な仕事の積み重ねにより、当初は「いっそ

発電所敷地内に新規建設をしたほうが早いし安くできるのではないか」とまで言われそうだが、復旧費用は約

1700 億円と、原町火力１、２号機当初総工費の半分以下に抑えられている。このように関係者の創意工夫によ

り、安全対策、早期復旧そしてコスト抑制という 3 つの目標の同時達成が可能になったのである。 

 しかも、ただ旧に復するだけでなく、燃料タンクを高台に移設する、事務本館のレイアウトを変更するなど今

次の津波を経験した上での対策も当然盛り込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄塔の折損状況。 

これを見て呆然とした地域の方も多かっただろう 

 

＜関係者全員が「My Plant」意識＞ 

 

 一日でも早い復旧を目指す思いを、メーカーであると協力企業であると東北電力であるとを問わず、また、東

北電力の中でも部門を問わず、全関係者が共有していたことは、電力業界関係者には驚くことではないのだろう

が、外部から見れば驚嘆すべきことだ。通常の企業同士の関係においては、契約が全てであり、契約締結後に、

その履行として淡々と納期・工期を守りさえすれば十分であるはずだ。しかし、東北電力の方達の口からは、「ど

うやったら工期を短縮できるか、メーカーの方も協力企業の方も、とにかく全員が一緒になって寝ずに考えてく

れた」、「他の契約先に自分で頭を下げて回り、こちらに必要な資材を優先的に届けてくれた」、「仙台火力発電所

では、被災から 2 日後にはプラントメーカーの技術者達が自社のヘリコプターで駆けつけてくれた」といったエ

ピソードと感謝の言葉が後から後から出てくる。関係者全てが「My Plant」という意識だったのだろう。 
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事務所の壁に貼られた各協力企業さんの掲げたスローガン。全てが熱い 

 

＜地域の方達の応援＞ 

 

 そして、「わが町の発電所」の意識は地域の方達も感じることが出来る。送電線（原町火力線）を支える鉄塔建

て替えのために必要な、地権者の了解を得るため地域を走り回った同社福島支店用地センターを通じて地域の

方々からの応援の声を受け止めた工事担当の送変電建設センター小山主査は「ありがたかった。一日でも早く復

旧することで、その応援に応えたいと思った」と語る。最近は、ごみ処理施設、発電所・送電線等の、社会的に

必要ではあるが自分の裏庭にはあって欲しくない諸設備を「迷惑施設」と呼び、そうした施設の整備が進まない

NIMBY 問題（Not In My Back Yard )が社会の大きな課題となっているが、設備の社会的意義の認識共有など、

コミュニケーションの在り方次第で迷惑施設は単なる迷惑施設ではなくなるのではないか、と思うのは、楽観的

で手前勝手であろうか。女川原子力発電所が被災直後、360 名を超える地域住民を受け入れ、その後約 3 ヶ月間

所員とともに避難生活を続けたことは有名な事例であるが（下記に紹介する「とどける」に詳しく紹介）、地域に

おける電力設備のあり方を考える好事例をいくつも見せていただいたように思う。「もう復旧しないのではないか」

とまで言われた原町火力が見事復活した姿を見せることで、『「あの原町火力でさえ復旧するのだから」と被災地

域の方達が思ってくれたら嬉しい』、と一昨年 6 月末以来復旧の陣頭指揮を執ってきた樋口所長は語ってくれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当日案内してくださった（左から）樋口所長、天野副所長、工藤運営企画課長。 

手に持っているのは「不屈と前進」というスローガンのタオル。 

この文字もＯＢが書かれたそうだ 
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＜電力事業関係者の『供給本能』に思う＞ 

 

 驚異的な回復力を見せたのは原町火力発電所だけではない。東北電力では、震災直後管内で最大約 466 万戸（延

べ停電戸数 486 万）が停電しているが、3 日後には約 80％、3 月末時点では 96％で停電を解消している。それ

をなし得た原動力をなんと表現すれば良いのか、私は言葉を持たない。自らも被災者でありながら現場に踏みと

どまり続けた東北電力社員のみならず、電力事業に関わる関係者全ての誇りと責任感にただ敬服するのみである

が、被災して不安な方達に一日でも早く灯りを、の一念が彼らを突き動かしていたであろうことは、その後東北

電力が災害復旧の記録として発行した冊子のタイトルが「とどける」であることからもわかる。インターネット

上でも閲覧できるので、ぜひ皆さまにも一読いただきたい。私自身、昨年春の嵐で首都圏が一部停電した折に、「電

力会社社員の『供給本能』に思う」という文章を書いたが、今回の取材でも『供給本能』を存分に見せていただ

いた。なお、 読者の皆さまには、昨年アメリカで起きたハリケーンサンディによる停電復旧との比較分析なども

含む「電力システム改革を斬る」のコーナーも是非訪れていただきたい。東日本大震災の後、日本では電力シス

テムや価格メカニズムにばかり注目が集まったが、電力供給を支える現場力を含めて日米の停電と電力システム

の比較を試みた、ユニークな論考である。 

 電力というインフラの中のインフラを守る現場力が、一つの財産であることは間違いが無い。今後も被災した

地域の復興を見守るとともに、電力システム改革議論がこうした現場力の維持・強化に大きな影響を与えること

のないよう、推移を追いかけていきたいと思う。 

 

 最後になりましたが、改めて東北地方太平洋沖地震で亡くなられた方のご冥福を、未だ安否不明の方の一人で

も多くのご無事を、被災された方々の安全と健康を、そして、被災された地域の完全なる復興とを心からお祈り

申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復旧したタービン本館 1 階 

 

 

 

 

 

 

http://www.tohoku-epco.co.jp/tomoni/pdf/todokeru201203.pdf
http://agora-web.jp/archives/1445738.html
http://agora-web.jp/archives/1445738.html
http://ieei.or.jp/category/special201204/
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18m の津波高を建物に刻む。想像を絶する高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この日の海はあくまで穏やかだった。 

完全に復旧した揚炭機を含む原町火力発電所全景 


